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研究成果の概要：英国を中心に、ヨーロッパ諸国の地域制自然公園および自然保護区を調査し
た。その結果、ヨーロッパ諸国においては、国立公園等が地域社会の経済的・社会的発展を考
慮しつつ、農業、林業、観光業などの振興をめざして運用されており、また、公園計画の策定
においては、広く地域の住民、農林業者、研究者、関係官庁を参画させた協働的意思形成シス
テムが築かれつつあるとの知見が得られた。
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直接経費 間接経費 合 計
2006 年度 4,200,000 1,260,000 5,460,000
2007 年度 4,400,000 1,320,000 5,720,000
2008 年度 4,100,000 1,230,000 5,330,000

年度
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総 計 12,700,000 3,810,000 16,510,000

研究分野：社会科学
科研費の分科・細目：法学・新領域法学
キーワード：生物多様性保全、自然保護区、持続的発展、協働型資源管理、合意形成手続

１．研究開始当初の背景

(1)これまで自然保護において重要な役割を

果たしてきたのが、国立公園、原生自然地域

などの自然保護区であるが、これれは、一般

にアメリカ、カナダ、ニュージーランドなど

の「営造物公園」をモデルにしている。他方、

日本をはじめ、英国、フランス、その他のヨ

ーロッパ諸国は、民有地を含む地域を対象

に、土地利用や開発行為等を規制する、いわ

ゆる「地域制公園」といわれる制度を発達さ

せたが、地域制公園は、私有財産の尊重、産

業との調和、複雑な利害調整などの制約が多

く、自然生態系保護の面では営造物公園に劣

る欠陥の多い制度とされてきた。

(2)しかし、第 2次世界大戦後のヨーロッパ

諸国では、農林業地域を中心とした文化的景

観の保護および農林業の活性化による地域

振興の役割を自然公園に求める思潮が高ま

ってき。また、自然保護における農林業の役
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割を積極的に評価し、農林業などの第 1次産

業を生態系保護の担い手として維持発展さ

せようとしている。英国の一部の国立公園で

は、公園区域内の私有地を対象に、持続的発

展プログラムが実施され、国立公園が生態系

保護と地域の持続均発展のモデル地域とさ

れている。さらに、農林業地域以外の人口欄

密地域において生物多様性、景観・景域をい

かに保全するのかが大きな課題となってお

り、その手法として、多様な生態系を含む地

域を広域計画区域に指定し、土地利用を調整

する「地域制」手法が注目されている。

しかし、日本ではこれら先進国の新たな施

策の動向と方向性が十分に研究・紹介されて

おらず、国立公園管理をめぐる議論が閉塞し

ている状況にある。

２．研究の目的

(1)本研究は、以上のような近年の動向を踏

まえ、地域制自然公園を、地域の自然資源、

農林業資源、景観資源、居住環境などを含む

包括的な環境管理の手法として再評価する

とともに、それが長期的に果たすべき独自の

役割を積極的に明らかにしようとするもの

である。

(2)また、上記の成果をもとに、地域制自然

公園として長い歴史を有する日本の自然公

園制度を比較法的に検討し、日本の自然公園

制度の長所・短所・問題点を明らかにすると

ともに、自然公園管理と農林業等をどのよう

に両立させるべきかについて、有益な材料を

提供する。さらに最近、日本の国立公園にお

いても公園管理の担い手として、公益的な民

間組織、NPO、地方自治組載などの役割が注

目されつつあるが、英国、イタリアなどでは、

相当以前より同種の管理形態がとられてい

ることから、その実態について調査を通して

有益な示唆を提示する。最後に、ヨーロッパ

諸国では、行政機関、NGO、地元自治体、産

業界、農林業者などが地域保全委員会、農村

景観委員会などを設置し、協働・連携のもと

に景観・文化の保全、コミュニティの維持な

どを図っていることから、これら地域との協

働、省庁間の連携のあり方についても、有益

な知見を提供する。

３．研究の方法

(1)地域制自然公園を地域環境管理手法とし

て再評価するという長期的な視点から、地域

域制自然公園のもつ潜在的可能性とその多

様な実践例を、英国、ドイツ、フランス、イ

タリアについて調査した。とりわけ、同じ地

域制公園制度を採用しながら、公園管理組

織、管理形態、住民参加手法などについて日

本とは全く異なる制度を発展させた英国を

主要な調査対象とし、主要な行政官庁、公園

管理事務所、環境ＮＧＯ、地元住民、農業従

事者等に対して精力的な調査・インタビュー

を実施した。

(2)日本では十分に調査・研究されていない

イタリア国立公園について、中央省庁、公園

管理事務所、地元自治体関係者への調査を実

施した。フランス、ドイツについては、研究

分担者（連携研究者）である八巻、山本（2006

年度のみ）が相当程度の知見をすでに得てい

ることから、従来の成果のとりまとめと、補

足的な資料収集をおこなった。

４．研究成果

(1)問題設定：さて、英国の国立公園に関す

る研究は、これまでもいくつか見られるが、

（ⅰ）なぜ、英国の国立公園が、原生的な自

然の保護（あるいは生物多様性保護）よりは、

カントリーサイド地域の景観を保護する制

度として発達したのか、（ⅱ）なぜ、国立公

園が全国的な統一のとれた管理体制ではな

く、公園毎に設置された地方組織の管理に委



ねられているのか、（ⅲ）なぜ、国立公園に

おける開発規制がさほど厳格ではないにも

かかわらず、多様な景観がほどよく維持され

ているのか、などの問については、これまで

十分な調査・説明がなされてきたとか言い難

い。この点について、今回得られた知見は、

以下のとおりである。

(2)英国国立公園の沿革に見る特徴：英国の

国立公園制度は、制定までの屈折した経緯と

さまざまの政治的利害を反映し、きわめてユ

ニークな性質をもっている。すなわち、国立

公園と自然保護区が明確に区分され、それぞ

れが違った役割を担っている。国立公園は主

として野外のカントリーサイド景観を楽し

むための区域とされ、一般大衆が自由に通行

できることが理想とされる。それに対して自

然保護区は、科学的・客観的な評価により、

生物資源として、あるいは最近は生物多様性

保全の観点から厳正な保護が必要な地域が

選ばれ、公衆の利用は制限される。しかし、

国立公園に野生生物保護や生物多様性保護

の役割をもたせない国立公園は世界的に見

ても希である。

また、国立公園内における農業、林業、そ

の他の産業活動が幅広く認められる。その理

由として、アメリカ合衆国のような原生の未

開地がそもそも存在しないことが上げられ

る。しかし、管理目標として、自然景観の保

護と利用だけではなく、国立公園内の地域社

会の経済的・社会的発展まで公然と法律に明

記する例は、これまた希である。しかし、こ

のことは他方で、英国の国立公園が地域の経

済的・社会的発展と自然保護を調整し、国立

公園制度を（景観美をキーワードとしなが

ら）広く地域自然資源の管理手法として定着

させてきたことを示すものでもあり、英国国

立公園制度の欠点として一概に否定すべき

側面でもなく、むしろ積極的な意義付けが必

要であろう。

(3)国立公園管理における特徴：公園管理に

おいて地域的利害が強く反映されることが

英国国立公園の特徴である。

まず中央組織として、現在は、自然環境・

地方コミュニティ法（NERC）に根拠をおくナ

チュラル・イングランド（NE）が所管行政機

関となっている（ウェールズ、スコットラン

ドには、別個の組織が設置）。しかし、中央

組織は、勧告的機能を有するだけであり、実

際の公園管理は、公園毎に設置された機関に

完全に委ねられている。英国の国立公園は、

発足当時から地方によって管理され、国立公

園を一元的に管理するための中央集権的な

行政機関が設けられたことは一度もないの

である。

公園管理組織の権限や組織形態には変遷

があるが、1972 年の地方政府法（Local

Government Act 1972）によって各国立公園

区域に単独の国立公園委員会（National Park

Committee）が設置され、さらに 1981 年野生

生物・カントリーサイド法（Wildlife and

Countryside Act 1981）69 条により、上記機

関に公園計画策定権限が与えられた。1995 年

環境法 63 条～69 条は、より一層明確にカテ

ゴリ別に、英国・ウェールズ内の個々の国立

公園のために独立した地方機関を設置する

ことを明記し、その結果、National Park

Authorities（NPA）が唯一の（鉱物採取を含

む）計画策定機関であることが明確になっ

た。この結果、1997 年 4 月 1日、すべての国

立公園に NPA が公式に設置された。

NPA の人員構成も、きわめてユニークであ

る。2006 年自然環境・地方コミュニティ法

（NERC 2006）61 条 2 項によれば、NPA の無

給委員は、①地方自治体が指名する委員、②

国務大臣が指名するパリッシュの委員（イン

グランドの場合）、③国務大臣の指名する委



員からなり、①②の合計が③を越えなければ

ならないとされている。委員の数は公園ごと

に異なるが、たとえば今回調査対象としたピ

ーク地区国立公園の場合、委員数は 30 名で、

16 名が自治体指名委員、14 名が国務省指名

委員（6 名がパリッシュカウンセラー、8 名

が学識経験者）である。ウェールズについて

は、ウェールズ議会が CCW と協議して半数を

指定し、地方行政組織が半数を指名する。

NPA は、公園管理計画を策定し、計画（デ

ィベロプメントプラン）に基づいて各種の開

発行為を許可する権限を有している。ただ

し、樹木保存については例外的に地区評議会

（district council）と NPA が共管すること

になっている。

(4)国立公園と土地利用規制 最近 DEFRAが、

国立公園の最終指定、NPA に対する指示・指

導、予算配分などを通して規制を強化しつつ

あるとはいえ、公園管理の最終権限は、依然

として地方の NPA にある。したがって公園の

管理には、一般に、レクリエーション圧力や

開発圧力など、地方の利害が強く反映される

が、それにもかかわらず英国の国立公園はな

んとか世界に誇りうる田園景観を保存して

きたといえる。それを可能にしたのが、強制

的・一方的な規制ではなく、公園管理者と住

民・地権者等との忍耐強い話し合いと説得で

ある。

しかし、忍耐強い話し合いと説得だけで、

国立公園内の自然景観を保護するのは困難

である。その制度的欠点を補うのが、都市・

農村に適用される土地利用計画である。英国

では国立公園区域内については NPAが計画策

定権限や開発規制権限を有しているが、それ

以外の区域については、広く農村地域も含

め、都市・農村計画法にもとづき都市計画行

政庁が計画策定権限と開発許可権限を有し

ている。もともと英国においては都市計画法

制にもとづく規制が包括的に実施され、国立

公園法制もその一部に組み込まれているこ

とを認識する必要がある。

英国の国立公園は、（日本と同様）いわゆ

る地域制公園（ゾーニング型公園）であり、

自らは土地を所有せずに規制権限により景

観を保護するという仕組みをとる。しかし、

英国の場合には、厳しい土地利用規制が基盤

にあることから、国立公園内においては比較

的緩やかな規制によって景観の保護が可能

であるという仮説を提示することができる。

(5)研究成果のとりまとめとシンポジウムの

開催 英国国立公園調査については、英国の

研究者との連携を模索した結果、Sheffield

Hallam Universityの Lynn Crowe(Professor)

および Suzanne Leckie(Principal Lecturer)

との協力を得ることができた。また、両氏は、

2009 年 5 月に来日を実現し、上智大学で「日

英国立公園制度の現状と課題」という表題

で、シンポジウムを開催し、積極的な意見交

換が行われた。

(6)イタリア国立公園調査の結果、得られた

知見は以下のとおりである。

イタリアはヨーロッパの中でも相対的に

早い 1922 年に国立公園を創設した。その後

国立公園をはじめとする自然公園の展開は

順調とはいえなかったが、1980 年代後半か

ら制度面でも、実際の管理面でも大きな進展

が見られ、また国立公園の指定面積も大きく

拡大した。新たな展開の基礎となったのは

1991 年に成立した保護区に関する枠組み法

であり、イタリアの自然公園の基本法となっ

ている。

イタリアにおいてはトップダウンによる

公園管理によって地元の大きな反発が生じ

たことを反映し、地域社会に配慮した国立公

園の管理運営を進めようとしている。

国立公園の代表となる公園局長の任命は



地元州の同意を必要とするほか、管理運営の

重要事項を決定する13名からなる評議会の5

名は自治体の代表となっている。また、地元

代表公園内に存在するすべての自治体から

構成される公園共同体が組織され評議会に

対して様々な提案を行うほか、地域社会経済

発展のための取り組みを行っている。

このようにイタリアにおいても地域社会

との協働で、地域社会経済のあり方とともに

公園の管理運営を進めようとしている。
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